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温  暖  化 

 

水素を多く含み、燃やしても CO2 を出さず、貯

蔵や輸送に依存のインフラを使えるなど利点が多い

としてアンモニアが注目を集めています。 

 

（2016.8.7 日経朝刊より） 

 

家庭からの温暖化ガスの排出削減を促すため、環

境省は 2017年年度から、小売り業者の省エネ製品販

売に補助金を出す仕組みを導入します。 

 

（2016.8.25 日経夕刊より） 

温室効果ガスの排出削減について、政府が国連に

報告している削減目標より高い数値を挙げる都道府

県と政令指定市が、少なくとも 17あることが分かり

ました。国より低い目標は 3にとどまり、市民に近

い自治体が温暖化対策を率先する動きが出ています。 

 

 

 

エネルギー問題は何を議論すべきか？  

 

 

 

3.11 以降私たちはどのようなエネルギーを使うべきか、 

また将来に向け、今どのような電源構成が必要か 
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（2016.8.29朝日朝刊より） 

 

電    力 

 

経済産業省は電力大手の送電コストが想定より安

く済んだ場合に、すばやく電気料金を引き下げるよ

うに促す新ルールの運用を始めました。4 月の電力

小売り自由化による価格競争と合わせて、電気料金

の引き下げにつながります。 

 

（2016.8.4 日経朝刊より） 

4 月に始まった電力小売りの全面自由化で、大手

電力から新電力などに契約を切り替えた家庭や商店

は、7 月末までに全国で 147 万件にのぼりました。 

 

（2016.8.11 朝日朝刊より） 

 

首都圏―中部など地域間の送電網が新規参入の電

力事業者にも開放される方向となりました。競争力

の高い発電所でつくった電気を全国に送り、電気料

金の引き下げにつなげる狙いがあります。 

 

（2016.8.12 日経朝刊より） 

 

関西電力は 8月から電力利用のピーク時に工場や

オフィスビルなどに節電を促す「デマンドレスポン

ス」の実証実験を始めました。 
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（2016.8.16 日経朝刊より） 

南アジアやアフリカの送電線がほとんど整備され

ていない地域で、電気のある暮らしが急速に広がっ

ています。 

 

（2016.8.21 朝日朝刊より） 

 

経済産業省は電力会社が企業から風力発電の電気

を買い取る価格の引き下げを検討します。2017 年度

から初めて 1～2 円下げ、家庭負担が増えるのを防

ぐ考えです。 

 

（2016.8.21 日経朝刊より） 

 

厳しい暑さが続く中、関西電力管内の電力供給が

安定しています。電力需要安定の背景にあるのが供

給力の改善です。原子力発電所の再稼働が遅れる中、

火力発電所で高効率化を進めました。 

 

（2016.8.25 日経朝刊より） 

 

1999 年に電力小売りを全面自由化した英国では

いまや新電力のシェアが 5 割を超え、電気の購入先

を選ぶことが当たり前になっています。日本は活発

な自由化市場の実現へ、出発地点から走り出したば

かりです。 



 4 / 7 

 

 

 

（2016.8.30 日経朝刊より） 

 

英国では電気の半分が取引所を経由し、新電力に

スムーズに電気を調達できます。大手に需要をコン

トロールされる取引所に頼る限り、対等な競争は難

しい。 

 

（2016.8.31 日経朝刊より） 

 

天 然 ガ ス 

 

米シェール大手は、生産性向上でコストが下がっ

たため、相次ぎ生産計画を引き上げています。米原

油生産全体の減少ペースも鈍化しており、持ち直し

てきた原油価格の押し下げ圧力となりそうです。 

 

（2016.8.15 日経朝刊より） 

 

再 エ ネ 

 

三菱総合研究所と関電工は未着工のメガソ－ラー

を買い取り、稼働させる事業を始めます。両社が持

つ運営ノウハウを生かし、事業採算を確保します。 

 

（2016.8.4 日経朝刊より） 

 

国内で大型風力発電所の新設計画が相次いでいま

す。エコ・パワーは 1000 億円以上を投じ、2030 年

までに発電能力を現在の 10 倍の計 200 万 kW に増

やします。ユーラスエナジーホールディングスも最
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大 80 万 kW の事業を計画しています。再生可能エ

ネルギー固定価格買い取り制度の後押しに加え、マ

イナス金利で資金調達がしやすくなり積極投資しま

す。 

 

（2016.8.17 日経朝刊より） 

 

経済産業省によると、発電コストは１kW あたり

10 円程度と原子力や石炭火力などとほぼ同水準で

す。世界の地熱発電の規模は 2020年に約 2千万 kW

と 10 年間で 2 倍に伸びる見通しです。 

 

（2016.8.20 日経朝刊より） 

 

原    発 

 

原子力規制委員会は、運転開始から 40年年近い関

西電力の美浜原子力発電所 3号機について、運転延

長の前提となる安全審査の合格を内定しました。 

 

（2016.8.4 日経朝刊より） 

 

 

（2016.8.4 日経朝刊より） 

 

四国電力は 12日、伊方原子力発電所 3号機を再稼

働させます。13年に導入された新規制基準下での再

稼働は３カ所 5基目です。 
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（2016.8.12 日経朝刊より） 

 

四国で唯一の原発である伊方原発の 3号機が、約

5年 3カ月ぶりに動き出しました。 

 

（2016.8.13 朝日朝刊より） 

 

そ  の  他 

 

インドネシアの石炭大手、アダロ・エナジーが発

電事業に本格参入します。中国の景気減退で本業の

石炭輸出が低迷しているため、国内で旺盛な電力需

要を新たな成長エンジンに見定め、国営企業を筆頭

に寡占状態にある発電事業に挑みます。 

 

大阪府が 2025年の誘致を目指す万博の会場候補

地として有力な「夢洲」の埋め立てを、開催に間に

合うよう早めた場合、追加費用が約 200億円に上る

と大阪市が試算していることが分かりました。 

 

（2016.8.9 朝日夕刊より） 

 

 

（2016.8.5 日経朝刊より） 
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三菱重工業が南アフリカの火力発電所で発生した

損失負担を巡り、日立製作所と争っています。 

 

（2016.8.13日経朝刊より） 

 

東京電力ホールディングスと中部電力は共同出資

会社を通じ、石炭を売買するトレーディング事業を

フランス電力公社から買収する交渉に入ります。 

 

（2016.8.18 日経朝刊より） 

 

大手商社がアフリカで発電事業を拡げます。丸紅

がナイジェリア、住友商事はモザンビークでそれぞ

れ国内最大の火力発電所を建設します。 

 

（2016.8.28 日経朝刊より） 

 

LNG の価格が下落したため、都市ガス 4社と

LNG 火力発電の比率が高い電力 3社が値下げしま

す。 

 

（2016.8.31 朝日朝刊より） 


